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要約:児童・生徒に喫煙防止教育を進めるにあたり,教員の喫煙についての認識が児童・生徒へ大きな影響を与

えると考えられる。そこで,愛知県内の小・中学校教員の喫煙に関する調査を行った。その結果,全体的に喫煙

の低年齢化に関心があり,また,児童・生徒の喫煙を非行よりも健康の面から心配していることが分かった。

小・中学校における喫煙防止教育の現状,成果は十分でなく,授業を進める上で指導案や具体例などの作成を必

要とする教員が多いことから,今後の課題としては喫煙防止教育の実践化の具体的なプログラムや教材を提供し,

喫煙防止教育を日常生活における健康増進の一環として取り組むことが大切と言える。
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し はじめに

わが国の1997年の成人男子の喫煙者率は56.1%と欧

米先進諸国に比ぺて高く,成人女子の喫煙者率は

14.5%で欧米先進国と比べ低率であるが,20歳代,30

歳代女性の喫煙者率は増加傾向1)にある。また,西岡

2)は,青少年の喫煙経験者率は中学入学前後から急増

するとしている。 1989年のJKYBの調査3)によれば,

小学校1年生から高校3年生の喫煙経験率は小学6年生

から中学2年生までに男子では22%から36%に,女子

では9%から22%に増加していた。このことからも,

わが国の健康問題を考える上で喫煙対策は早期から行

っていかなくてはならないと言える。

喫煙対策4)としては,テレビや雑誌などによるたば

この宣伝・広告の禁止,自動販売機の撤廃などの環境

対策と並んで人々に対する健康教育が重要である。喫

煙は一旦習慣になるとやめることが極めて困難なこと

5)や喫煙開始年齢が早いほど健康への悪影響が大きい

ことから,村松ら6)は,青少年に対してたばこを吸い

始めないよう働きかけることが喫煙防止対策として極

めて重要であるとしている。皆川わは,喫煙防止教育

の目的は喫煙未経験者に対して喫煙習慣を獲得しない

ように,また,喫煙者は喫煙習慣を断つように導き,

喫煙問題に対する感受性を養い,責任ある行動を育て

ることにあるとしている。

WH07)は1975年に青少年の喫煙対策について,｢子

供に対する保健教育は早い時期に家庭と小学校で始め

るべきであり,全教育課程を通じて様々な段階で強化

すべきである｣としている。日本学校保健会は,小・

中・高校生向けに「喫煙・飲酒・薬物乱用防止に関す

る保健指導の手引」8) 9)Mﾀを作成し,その中で,喫煙

の問題は単に教科で扱うばかりでなく,学校における

教育活動全体を通して適切に行わなければならないと

している。このようなことから,喫煙防止教育に対す

る教師の認識が,児童生徒への喫煙防止教育に大きな

役割を果たすと考えられる。そこで,本研究では喫煙

防止教育の取り組みを進める上での問題点等を把握す

るために,小・中学校の教師に対して喫煙に関するア

ンケート調査を行った。

||。調査方法

1.調査対象

愛知県の保健所管内に選定した小学校2校,中学校

1校の教員全員を対象とした。 1保健所あたり80~

100名程度とし,48小学校,24中学校の小学校教員

1227名,中学校教員784名(計2011名)に調査を行っ

た。性別,学校別人数は表1に示した。

表1.性別人数(%)

2。調査期間

調査票の配布,回収は平成10年12月に行った。

3.調査方法

回答は無記名自己記人式で行い,調査票の配布,回

収は保健所・支所が関係市町村教育委員会と調整の
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上,調査対象として選定した小・中学校の協力を得て

行った。

4.調査内容

調査内容は以下の項目に分けた。

(1)自校の児童・生徒の喫煙について

(2)児童・生徒の喫煙に対する考え

(3)「たばこと健康」の授業について

1)必要性,2)開始時期,3)授業回数,4)授

業の自信,5)授業を進めるために必要なもの

(4)学校内での職員の喫煙状況

1)現在の喫煙状況,2)望ましい喫煙状況

(5)受動喫煙

1)どう感じるか,2)不快を感じる理由,3)公

共の場の禁煙場所の増加について

(6)たばこに関する知識

1)発ガン性,2)子供への影響,3)ニコチン・

タールの影響,4)喫煙開始年齢,5)禁煙の効果,

6)受動喫煙の影響,7)心臓病への影響,8)たば

この依存性,9)能率の低下,10)たばこの消費量,

11)持久力の低下, 12)妊婦の喫煙の害

(7)喫煙状況

1)喫煙習慣,2)喫煙場所,3)禁煙の意思

5.比較の方法

本研究は,学校別,教科別の比較の他に喫煙習慣別,

表2.喫煙の低年齢化についての考え方(%)

性別の比較を行ったが,紙面の都合上,後者の2つの

結果は割愛した。データ処理は,名古屋大学大型計算

機センターFACOM M-382を使用し,演算にはSPSS

第9版を用いた。

|||。調査結果

1.全体並びに小・中学校別比較

(1)児童・生徒の喫煙についての心配度

児童・生徒の喫煙についての心配は,全体では

52.3%が「心配あり」としており,小・中学校教員別

(以下,学校別)では,小学校教員(以下,小学校)

は24.2%,中学校教員(以下,中学校)は95.2%であ

り,中学校の方が有意に高かった(P<0,01)。

(2)喫煙の低年齢化についての考え

喫煙の低年齢化については,「絶対によくない」が

小・中学校とも多く,それぞれ83.6%, 80.9% (全体

では82.5%)であり,学校別では有意差はみられなか

った。その理由(表2)としては,F健康によくないJ

が66.0%と多く,学校別では小学校7LO%,中学校

58.3%であり,小学校の方が有意に高かった。次いで,

多かったのは「非行につながる」の17.2%であり,学

校別では小学校15.3%,中学校20.1%であり,中学校

の方が有意に高かった。「法的に問題」は小学校7.3%,

中学校13.8%であり,中学校の方が有意に高かった。

比較:χ2検定,df=1

表3.「たばこと健康」 の授業の開始時期(%)

(3)「たばこと健康」についての授業の必要性

「たばこと健康」についての授業の必要性は,小学

校,中学校それぞれ92.4%, 97.3%の教員が「必要あ

り」としていた。その実施時期(表3)としては,小

学校5・6年生が50.9% (小学校51.8%,中学校

49.5%)と最も多く,開始時期として小学校までが計

76.6% (小学校計79.6%,中学校計72.3%)が指摘し

ている。実施時期としての中学校では中学校1年生が

それぞれ多く,小学校17.5%,中学校22.0%であった。

(4)「たばこと健康」の授業と自信度

今までの「たばこと健康」の授業については,小学

校では26.4%,中学校では47.8%が授集で取り上げ。

-

中学校の方が有意に高かった(P<0.01)。「たばこと

健康」の授業についての自信は,「ある」とする者は

小学校36.1%,中学校35.3%であり,両者には有意差

はみられなかった。

(5)授業を進める上で必要なこと

授業を進めるために必要なこと(表4)として,

「家庭との連携」が最も多く,小学校58.8%,中学校

62.9% (全体60.4%)であり,次いで,「指導案や具体

例の作成」が多く,小学校48.0%,中学校43.5% (全

体46.2%)であった。「保健所などとの連携」は低く

全体で28.6%であった。また,「教師自身の知識の取

得」は小学校34.7%,中学校29.9%であり,小学校の
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方が有意に高かった。「学校全体での取り組み」は小

学校35.0%,中学校43.0%であり,中学校の方が有意

に高かった。

(6)学校内の喫煙環境

学校内の喫煙環境は,喫煙場所が限定されているが

小・中学校とも多く,それぞれ72.2%, 81.9%であり,

中学校の方が多かった(P<0.01)。また,学校内での

職員の喫煙をどうしたらよいか(表5)は,喫煙場所

の限定が最も多く,小学校80.4%,中学校82.1%であ

り,両者に有意差はみられなく,喫煙場所を限定,禁

表4.「たばこと健康」

煙,児童生徒の前の禁煙を合わせた校内の喫煙規制を

望む教員は全体で96.8%であった。

(7)他人のたばこの迷惑度

他の人のたばこの煙を迷惑と感じることが「よくあ

る十たまにある」とする者は小学校85.2%,中学校

80.4%であり,小学校の方が有意に高かった(P<0.01)。

その理由としては,「たばこの煙や臭いが不快」が多

く,小学校80.3%,中学校76.6%であり,次いで,「自

分の体にも影響がある」であり,それぞれ54.2%,

53.3%であった。

についての授業を進めるために必要なこと (%)

比較:χ2検定,**:P<0.01, *:P<0.05, dfﾆ=1, (複数回答)

表5.学校内での職員の喫煙はどうしたらよいか(%)

比較:χ2検定,dfこ1

表6.喫煙に関する知識の正答率ぐ%)

比較:χ2検定,**:P<0.01,df=1 (○) :○が正しい回答,(×):〉くが正しい回答

(8)公共の場の禁煙場所の増加に対する考え

公共の場の禁煙場所の増加については,「良い」が

ほとんどを占め,小学校94.5%,中学校94.0%であり,

学校別では有意差はみられなかった。

(9)喫煙に関する知識

喫煙に関する知識についての正答率は表6に示す。

正答率が高かったのは「妊婦の喫煙の影響」,「受動喫

煙の影響」,「たばこは習慣になりやすい」,「肺ガンに

なる」であり,いずれも90%を越えている。正答率の

低かったのは「心臓病になる」,「仕事の能率があがる」

であり,それぞれ50.2%, 49.3%であった。学校別に

有意差が認められたのは「持久力が落ちやすい」であ
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り,小学校70.3%,中学校85.1%であり,中学校の方

が多かった。

(10)喫煙習慣

「現在吸う」は全体では20.9%であり,小学校教員

16.4%,中学校教員28.0%であり,中学校の方が有意

に高かった(P<0.01)。「吸ったことはない」は小学

校教員70.9%,中学校教員53.2% (全体64.0%)であ

り,小学校の方が有意に高かった(P<0.01)。

(11)喫煙場所

学校内での喫煙場所については,「制限なし」が小

学校76.3%,中学校75.1%であり,他は極めて少なく,

「学校内で吸わない」は全体で1.4%であった。

2.保健体育科教員と他教科教員の比較

保健体育科教員(以下,保健体育科)と他教科教員

(以下,他教科)の比較に当たっては,中学校教員を

対象にした。

(1)児童・生徒の喫煙についての心配度

児童・生徒の喫煙についての心配は,全体では

95.2%が心配ありとしており,教科別では有意差はみ

られなかった。

(2)喫煙の低年齢化についての考え

喫煙の低年齢化は,「絶対によくない」が両教科と

も多く,それぞれ83.9%, 80.6% (全体では81.0%)

であり,両者に有意差はみられなかった。その理由と

しては,「健康によくない」が57.8%と多く,教科別

では保健体育科54.5%,他教科58.2%であった。次い

で,多かったのは「非行につながる」であり,保健体

育科20.5%,他教科20.3%であり,いずれも有意差は

みられなかった。

(3)「たばこと健康」についての授業の必要性

「たばこと健康」についての授業の必要性は,保健

体育科,他教科それぞれ100.0%, 96.8%の教員が「必

要あり」としており,有意差はみられなかった。その

実施時期としては,小学校5・6年生が49.1% (保健

体育科47.7%,他教科49.3%)と最も多い。開始時期

としては小学校5・6年までを合わせると72.6% (保

健体育科70.5%,他教科72.9%)であった。

(4)「たばこと健康」の授業と自信度

「たばこと健康」についての授業は,保健体育科は

「ある」が93.0%,他教科では40.8%であり,保健体育

の方が有意に高かった(P<0.01)。「たばこと健康」

の授業についての自信は,保健体育科は「ある」が

56.5%,他教科は32.9%であり,保健体育科の方が有

意に高かった(P<0.01)。

(5)授業を進める上で必要なこと

授業を進めるために必要なこと(表7)として,保

健体育科では「家庭との連携」と「実験装置の整備」

が多く,それぞれ59.1%, 50.0%であり,他教科では

「家庭との連携」と「指導案や具体例の作成」が多く,

それぞれ63.6%, 44.5%であった。両者に有意差がみ

られたのは「実験装置等の整備」であり,保健体育科

の方が多かった。

表7.「たばこと健康」についての授業を進めるために必要なこと (%)

比較:χ2検定,**:P<0.01,df=1, (複数回答)

(6)学校内の喫煙環境

学校内の喫煙環境は,喫煙場所が限定されているが

両教科とも多く,それぞれ81.8%, 81.7%であり,有

意差はみられなかった。また,学校内のでの職員の喫

煙をどうしたらよいかは「喫煙場所の限定」が最も多

く,保健体育科88.6%,他教科81.2%であり,有意差

はみられなかった。限定場所の喫煙場所としては「別

の喫煙室」が最も多く,保健体育科65.4%,他教科

66.7%であった。「職員室の一部」は保健体育科30.8%,

他教科29.9%であり,2項目とも有意差はみられなか

った。

(7)他人のたばこの迷惑度

他の人のたばこの煙を迷惑と感じることが「よくあ

る十たまにある」とする者は保健体育科78.9%,他教

科80.1%であり,有意差はみられなかった。その理由

としては,「たばこの煙や臭いが不快」が多く,保健

体育科76.1%,他教科76.7%であり,次いで,「自分の

健康にも影響がある」であり,それぞれ58.2%,

54.0%であった。

(8)公共の場の禁煙場所の増加についての考え

公共の場の禁煙場所の増加については,「良い」が

ほとんどを占め,保健体育科94.3%,他教科93.9%で

あり,有意差はみられなかった。

(9)喫煙に関する知識
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たばこに関する知識についての正答率は表8に示

す。教科別に有意差が認められたのは「たばこは何歳

から吸っても害は同じである(保健体育科83.7%,他

教科72.3%)」,「親の喫煙は子供の喫煙に影響する

(保健体育科71.3%,他教科59.1%)」,「心臓病(保健

体育科70.6%,他教科52.7%)」であり,3項目いすれ

も保健体育科が多かった。

(10)喫煙習慣

教科別にみた「現在吸う」は保健体育科教員29.1%,

表8.喫煙に関する知識の正答率(%)

他教科教員27.8%であり,有意差はみられなかった。

「吸ったことがない」はそれぞれ51.2%, 53.4%であっ

た。

(11)喫煙場所

学校内での喫煙場所については,「制限なし」が多

く,保健体育科76.0%,他教科75.7%であり,有意差

はみられなかった。「学校内で吸わない」は全体で1%

しかなかった。

比較:χ2検定,**:P<0.01,*:P<0.05 (○):○が正しい回答,(x)

IV.考 察

今回対象とした教員の喫煙者率は男性42.2%,女性

0.7%であった。 1995 (平成7)年の国民栄養調査11)

による成人の喫煙者率は男性52.7%,女性10.6%であ

り,本研究の方が男女共低かった。教員の喫煙者率調

査はあまり行われていないが, 1982年の皆川の調査12)

では男性48.1%,女性3.4%, 1991年の中岡らの調査13)

では男性49%,女性7%, 1995年の村松らの調査6)で

は男性49.1%,女性1.0%であり,本研究の教員の方が

男女共に低かった。喫煙者率を学校別に比較すると,

小学校教員16.4%,中学校教員28.0%であった。 1982

年の皆川の調査12)では小学校教員21.9%,中学校教員

36.8%であった。両者を比較すると本研究の方が小・

中学校共に低かった。

「たばこと健康」について授業の必要性を90%の教

員が「ある」と答えている。喫煙防止に関する授業の

開始学年として「小学5・ 6年」を小・中学校教員と

も51.8%, 49.5%が回答しており,約8割の者が小学

校から始めるべきだとしている。西岡2)もわが国の青

少年の喫煙経験者率をみて,中学入学前後から急増す

るため,喫煙防止のためには小学校高学年での喫煙防

止教育が欠かせないとしている。 1989年の小学1年生

から高校3年生を対象とした調査3)によると,喫煙経

験者率は小学6年生から中学2年生までに,男子では

22%から36%に,女子では9%から22%に増加した。

これは高校での喫煙の常習化を示唆する。喫煙者率

:×が正しい回答

(月に1本以上吸う者)は,高校3年生男子で37%,

女子でも15%に達している。 1995年の村松らの調査6)

では開始学年として小学校高学年は37.0%であった。

以上のことから小学校からの喫煙防止教育の実施は極

めて重要であると言える。

本研究の小学校教員の過去における｢たばこと健康｣

の授業の実施状況は26.4%であり, 1982年の皆肝2)の

12.1%, 1986年の村松ら1･)の13.3%と比べると割合は

増加しているが, 1995年の村松らの調査結果(37.6%)

6)と比較すると,本研究は若干低い。また,中学校教

員の過去における｢たばこと健康｣の授業の実施状況

は47.8%であった。 1982年の皆JIドは51.0%, 1995年

の村松ら6)は49.8%であり,三者はほぼ同程度であっ

た。授業実施を教科別で比較すると,保健体育科教員

93.0%,他教科教員40.8%であり教科別で差がみられ

た。授業についての自信も保健体育科教員が高く,

｢たばこと健康｣の授業は保健体育科教員に負うとこ

ろが大きいと言える。近年,｢小学校・喫煙防止に関

する保健指導の手引｣8) 9)10)をはじめとする各種の教

材15)16)が紹介され,また,各地で小学校における喫煙

防止教育の実践報告17) 18)19)20)21)が発表され,小学校に

おける喫煙防止教育の認識が高まることにより,今後

更に小学校における実施率が増加することが期待でき

る。

喫煙の低年齢化については,｢絶対よくない｣,[よ

くない]がほとんどを占めた。その理由として｢健康
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によくない」は66.0%,「非行につながる」は17.2%で

あった。 1982年の皆川の調査12)では「健康によくない」

は49.9%,「非行につながる」は79.7%であった。皆川

の調査回では「非行につながる」の方が多かったが,

1998年の本調査では「健康によくない」の方が多く,

児童・生徒に喫煙させない理由に違いがみられた。

たばこに関する知識において,「妊婦の喫煙の影響」,

「受動喫煙の影響」,「たばこは習慣になりやすい」,

「肺ガンになる」は90%以上の正答率であった。正答

率が低かったのは「心臓病になる」,「仕事の能率があ

がる」であった。

JKYB調査22)における喫煙行動では,わが国の青少

年の場合,周囲の人々の喫煙行動の影響が大きいこと

が確かめられている。両親共に喫煙者である高校生の

喫煙者率は,両親共に非喫煙者である高校生の約2倍

となっている。また,川畑22)は,喫煙する兄弟の数が

2人以上いると男子の59%,女子の32%が喫煙してお

り,喫煙する兄弟がいない場合の約3~4倍となって

いると報告している。友人の影響は最も大きく,喫煙

する友人がいない高校生の喫煙者率は男子で5%,女

子で2%に過ぎないが,喫煙する友人が2人以上いる

高校生の喫煙者率は男子で50%,女子で46%に達して

いると報告している。また,同調査によれば,小学校

の段階では両親の影響が強く,年齢が進むにつれて兄

弟や友人の影響が強くなることを明らかになったとし

ている。よって喫煙防止教育は学校,家庭を含む社会

との連携を図って進める必要がある。

喫煙防止教育を進める上で必要なものとしてF家庭

との連携」が全体で60.4%であったことからも,教員

らも学校現場だけでなく家庭と連携する教育実践を必

要としている。次に,必要なものとして高かったのは

「指導案や具体例の作成」であった。必要なものとし

て低かったのは「保健所などとの連携」であった。箕

輪23)は保健所は地域における公衆衛生専門機関として

積極的に喫煙対策を進める立場にあり,地域における

喫煙対策においても主導的な立場をとるべきである

が,現実にはこの問題に熱心とは言えない状況である

としている。

テレビ・雑誌の広告,自動販売機などの青少年への

影響の程度は明確ではないが,その影響力が懸念され

ている24)。先進国では,テレビのコマーシャルの放送

を禁止するなど,規制が強力に進められている2･)。日

本においても, 1998年4月から自主規制によりテレビ

でのたばこコマーシャルは全廃されたが,本や看板等

によるコマーシャルは変わらない24)。西岡25)は,喫煙

防止のためには,喫煙に関する環境(自動販売機や広

告)の改善が欠かせないとしている。従って授業の中

ではこのような喫煙を促進する社会的要因に対処する

内容が必要と言える。

箕輪ら26)は,中学校では教師の喫煙率が高いほど生

-

徒の喫煙者率が高く,喫煙している教員が行う喫煙防

止教育の効果に疑問を生じるとしている。喫煙開始へ

の社会的影響の強さを考えると,生徒の前での喫煙は

好ましくない。皆川12)は,教員も人間だから吸いたい

時には吸ってもかまわないという発想は喫煙防止教育

の大きな障書になるとしている。本調査で校内喫煙規

制を望んでいる教員は全体で96.8%であり, 1982年の

皆川の調査12)では, 61.7%であり本調査の方が多かっ

た。皆川12)は,この校内喫煙規制希望度は喫煙が発育

途中にある子供に間接的に害があることを意識してい

る現れと解することができるとしている。喫煙場所が

限定されている学校は76.0%であった。限定場所とし

て｢職員室とは別の喫煙室｣を望んでいる人は74.1%

であった。さらに進んで生徒に教員の喫煙行為が目に

入らないような環境にすることが必要であると言え

る。また,西岡25)は,喫煙教師を喫煙防止教育から排

除し教育の機会を少なくするよりも方法を工夫して実

施するほうが喫煙防止が進む可能性があり,具体的に

禁煙が難しいならばそれを率直に生徒に話すことや,

校外専門機関が喫煙教師を支援することなどが考えら

れるとしている。

わが国の青少年の喫煙者率は中学入学前後から急増

3)している。川畑おは,中学入学前後の子供達は実際

の数よりも多くの人が喫煙していると思いがちで多く

の同年輩や大人達が喫煙しているから自分も喫煙する

と考える者もいるので,直接の喫煙防止教育には喫煙

に対する誤った社会規範を是正する必要があるとして

いる。現在の社会では喫煙者の割合は次第に減少28)し,

たばこを吸わないことが正常な行動であると認められ

ることを知らせること27)は重要なことである。また,

川畑27)は,青少年は大人に比べ現在志向の傾向が強い

ので,がんや心臓病などの喫煙の慢性影響を強調する

ことだけでは,あまり効果は期待できないとしている。

西岡2)は,喫煙防止教育の有効性を高めるためには,

喫煙の慢性影響ではなく急性影響を主とすることが大

切であるとしている。喫煙直後の心拍数の増加,血圧

の上昇,血管の収縮などの生理的変化29)や息が臭くな

る,髪の毛や衣服にたばこの臭いが付く,歯や指の色

が汚くなるなどの影響を強調することは重要であると

思われる。

宮坂3o)は,喫煙防止教育を含む保健教育の目的とし

て,①健康上の問題やその解決方法に関する知識の普

及あるいは理解を深めること,②健康に対する態度の

変容,③問題を解決するような行動を変容すること,

の3つを挙げている。村松31)は,喫煙防止教育の評価

はいかに優れた教育内容であっても非喫煙の行動化か

認められなければ意味がないとしている。今後は②の

態度の変容,③の行動の変容を目的とした指導内容が

必要である。

学校で禁煙,非喫煙をテーマとして健康教育を始め
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ようとする場合,例えばブレスローの7つの健康習慣

(①運動,②喫煙,③飲酒,④肥満,⑤睡眠時間,⑥

毎[]の朝食の摂取,⑦間食)のうち自分たちは何かで

きるか,あるいは将来にわたって子供たちに何を身に

つけてほしいかを考え,生活習慣全体からできること

を始めることが重要である32)と思われる。喫煙はそれ

らの多くの因子のなかの一つであるという認識がまず

教員側に必要であり,そうした健康の維持増進という

過程を経ることによって主たる目的である｢喫煙防止

教育｣に導入できると思われる。

川畑33)は,思春期に顕在化する様々な問題行動,例

えば,いじめ,暴力,学業不振,不登校,喫煙,飲酒,

薬物乱用の根底には,共通してセルフエステイームの

問題が認められるとしている。セルフエステイーム33)

とは自尊心,自己評価と訳され,前述の様々な問題行

動にはセルフエステイームの低さが問題となっている

34)。川畑ら354リよ,小・中学校を対象に,セルフエス

テイームと生活習慣の関連を追究し,健康的な生活習

慣を実施している青少年のセルフエステイームは,そ

うでない者よりも全般的に高かったと報告している。

また,村松ら37)は,小学生の健康習慣とセルフエステ

イームの調査を行い,健康習慣の好ましい小学生のセ

ルフエステイームは好ましくない小学生より高いこと

を報告し,健康教育にはセルフエステイームを高める

観点からの教育指導も行うことが重要であるとしてい

る。

今回の調査から,小・中学校教員の[たばこと健康]

の授業への取り組みや児童・生徒の喫煙についての考

え方等には学校別,教科別に特徴がみられ,全体的に

喫煙の低年齢化に関心があり,児童・生徒の喫煙を非

行よりも健康の面から心配していることが分かった。

しかし,児童・生徒に対する喫煙防止教育の現状,成

果は十分でなく,授業を進める上で指導案や具体例な

どの作成を必要とする教員が多いことから,今後の課

題としては喫煙防止の指導を含む健康習慣実践化のプ

ログラムと教材を開発し,喫煙防止教育を日常生活に

おける健康増進の一環として取り組むことが大切と思

われる。

V.おわりに

生活習慣病は適正な生活習慣を実践することで予防

効果があることははっきりしており,青少年の好まし

い生活習慣獲得の教育は小・中学校及びその後の生活

習慣病予防の点から考えれば非常に重要な意味を持

つ。このことは平成10年に告示された新学習指導要領

38)39)にもはっきりと示されており,21世紀を担う青少

年の健康問題の重要課題の一つといってもよい。喫煙

は予防しうる単一の原因としては最大のものであり,

非喫煙は好ましい生活習慣の中でも重要な習慣といえ

る。

本研究は愛知県衛生部委託研究「小・中学校教員の

たばこに関する調査」として行ったものである。調査

票の配布,回収にあたっては愛知県下の関係市町村教

育委員会ならびに保健所,小・中学校の先生方には多

大の協力を得ました。ここに厚く御礼申し上げます。

<付記>

本研究のデータの打ち込みと解析には愛知教育大学

健康科学選修内藤靖之君(平成12年3月卒業),鎌田

美千代さん(愛知教育大学大学院2年)の多大な協力

がありましたことをここに表記し,御礼申し上げます。
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